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研究成果の概要（和文）： 

 

土壌情報及び農作業の記録データに基づき，農家の判断プロセスを模倣した農業ＡＩシステム
と知農ロボットスキームを提案した。農産物流通プロセスの記録技術を基礎にして，情報付き
農産物の新流通スキームとアグロメディカルフーズの生産構想を提案した。本庄ＰＦ研究会が
生産出荷する「本庄のトキメキ野菜」のブランド化に成功した。生産者と仲買・卸および小売
の役割や利害関係の裏付けを入手するのが困難であった。 

 

研究成果の概要（英文）： 

 

A concept of agro-wisdom robot and decision making process with agricultural informatics 

with the information of such soil mapping and farm work records. A food chain scheme was 

proposed for information-added produce and agro-medical foods based on the development 

of traceable technology in agricultural production and supply chain process. Honjo 

precision farming society a group of expert growers created branded-produce of fresh 

vegetables using intellectual properties and information technology. It was difficult to 

describe quantitatively the relationships among stakeholders, such as growers, wholesalers 

and retailers, in supply chains of fresh vegetables 
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１．研究開始当初の背景 

 

 農法を知財の対象にした研究や技術開発
は皆無であった。知財関係の法律専門家の間
でも，農法は自然物や一般的な人間活動に相

当すると考えられ，工業製品としての知財の
対象にはならないとされていた。生命・農業
関係の知財戦略で米国の先端に位置するカ
リフォルニア大学デービス校の技術移転セ
ンターである InnovationAccess においても，
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農法のノウハウは従来の知財概念ではとら
えられない Challenging Matter であると見
なしていた（2007 年８月，研究代表者との
personal communication）。しかし，例えば，
モンサントが開発した除草剤のラウンドア
ップと耐薬剤性をもたせたＭＤ菜種の組合
せにより，事実上，特定の栽培作物と栽培方
法を独占的に占有する事態が発生した。この
ような事態は，品種所有権の範囲を超え，農
法そのものを知財の対象にする動機付けと
なった。 

 研究代表者は，1980 年代以降の精密農業
研究を世界的規模で総括し（澁澤編著，「精
密農業」，朝倉書店，2006），精密農業導入に
よる農法革新の重大性を発見した。特に「情
報付きほ場」と「情報付き農産物」の創造に
関する新技術開発を系統的に特許申請して
きた経験を基礎にして，農法の５大要素（図
１）を詳細に分析し，そのプロトコルを正確
に記録することができれば，５大要素のいく
つかの組合せにより，知財が構成できること
に気づいた（澁澤編著，「地域の生存と農業
知財」，公人の友社，2007）。実際に，知財と
ＩＴを利用した「本庄トキメキ野菜」プラン
ディングの社会実験は，農林水産省が進める
「立ち上がる農山漁村」の平成 17 年度優良
事例に選定され，平成 18 年度の農業白書に
も紹介された。 

 これが契機となり，2007 年 10 月の大丸浦
和パルコ店の開店に際して，地元のブランド
農産物で差別化できるような顧客獲得戦略
に本庄精密農法研究会が協力することにな
った。このように，農業知財を活用した農産
物の地域ブランドに対して，小売店がその市
場競争力を実際に確認する社会実験が先行
しており，学術研究の急速な展開が求められ
ることになった。 

 そこで，農産物の生産・販売の仕組みとし

ての農法およびその５大要素を農業知財の
対象として研究組織を構成した。特に，農産
物の知財は，種苗法や特許など複数の異なる
法概念からなり，統一した知財コンセプトが
未確立なので，生産・流通・販売の間の組織
的連携の経験が困難になっており，従来の縦
割り組織ではない新しいタイプの産学農連
携の試みが求められている。 

  

２．研究の目的 

 

 本研究の目的は，競争力ある農産物の生
産・流通・販売の仕組みを保護し発展させる
農業知財概念を確立し，農法の５大要素を基
礎にした農業知財構築の手法を提案するこ
とにある。そのため，作業仮説として「農産
物の生産と販売に関わる知識，技法，技術，
その仕組みの全体を対象として，人間の知的
活動により新たに創造し付加された価値」を
農業知財と定義し，埻玉県で開始された大丸
浦和パルコ店での「本庄のトキメキ野菜」ブ
ランド化の社会実験によりその仮説を検証
する。 

 本研究戦略を達成するため，次の三つの具
体的な研究目的を設定する。 

 

(1)農産物の生産・流通・販売システムを対象
にした農業知財仮説を実証するため，弁理士
等の実務者・専門家の学術検討組織と社会実
験解析を行う。 

 

(2)農法５大要素を基礎にした知財形成手法
を構築するため，農場管理データに基づく情
報のカテゴライズと構造化による農法判断
の文脈形成プロセスを解析する。 

 

(3)本庄精密農法研究会と大丸浦和パルコ店
の社会実験から，(1)と(2)のためのデータを収
集する。 

 

３．研究の方法 

 
 本研究代表者と分担者は，本研究課題に関
わる多彩な研究実績および実務経験を有し
ており，期限内に目的を達成するためには，
蓄積された経験とデータの整理および再構
成の作業を効率的に実施することが望まれ
た。そのため，本研究組織に「知財の解析」，
「農法解析」，「社会実験」の三つのタスクフ
ォースを組織し，研究代表者が統括した。 
 
(1)知財解析タスクフォース 
 〔基礎となる到達点〕提案した「農業知財」
作業仮説を実証的に検討し，川口市都市農業
ビジョン（H21.3）に反映，知財関連調査は，
澁澤が農水省の知財関連事業に参加するこ
とにより実施，当初の目標を達成した。 

 

図１ 農法５大要素の情報化 



 〔本研究の実施計画〕農法ノウハウの保護
と伝承の方法，地域ブランドにおける知財利
活用の意義，農法特許の事例調査を行い，農
業知財のコンセプトと利活用の戦略に付き
とりまとめた。 
 
(2)農法解析タスクフォース 
 〔基礎となる到達点〕：農法５大要素の情
報化を基礎にした農作業決定支援システム
の特許：特許 4058544（発明者 澁澤 栄），
特許 4202328(発明者 澁澤 栄）が登録され
た。ビジネスプロセスモデル特許の一種であ
る。これにより，農法が特許の対象になるこ
とが実証的に証明された。 
 〔本研究の実施計画〕登録された上記二つ
の特許につき，法人等へのライセンシングを
念頭に置き，農場管理と農法解析をすすめ，
研究成果を整理した。 
 
(3)社会実験タスクフォース 
 〔基礎となる到達点〕本庄精密農法研究会
と大丸浦和パルコ店の社会実験が終了した。  
 〔本研究の実施計画〕上記社会実験につき，
農家，全農，市場，小売店，消費者へのヒア
リングやデータ解析を進め，農商工連携によ
るブランド農産物の生産販売力の要因分析
を行った。あわせて，新たな農商工連携のブ
ランド農産物販売実験を計画した。 
 
〔連携研究者〕 
小島陽一郎（博士（農学））（H20-H22）：ＨＡ

Ｔ株式会社・精密農業研究部・部長(H21
より（独）農業・食品産業技術総合研究
機構・畜産草地研究所)，社会実験のコー
ディネート 

小平正和(H22)：東京農工大学・大学院農学
研究院・産学連携研究員，社会実験の管
理 

張 璐璐東(H22)：京農工大学・大学院連合
農学研究科・博士課程１年，社会実験結
果の解析 

 
 研究実施スキームの概略は図２に示す。 

 

４．研究成果 
 
 次の三つのタスクフォースを組織し，連携
研究者の小島陽一郎，小平正和，張 璐璐を
連携研究者として研究代表者のもとにおき，
正林国際特許事務所及び本庄精密農法研究
会の協力の下に本研究を推進した。実施結果
及び成果は次の通りである。 
 
(1)知財の解析：澁澤，小島，荻原（研究協
力者：農工大ＴＬＯ，正林特許事務所） 
 ①広く文献収集し，「知的財産権を用いた
農業保護と活性化についての調査研究」（H16,
特許庁研究事業，高知大学）と「農林水産分
野の特許等技術の流通可能性の調査委託事
業報告書」（H19 農林水産省大臣官房委託事業,
農林水産技術情報協会）の２点を参考資料と
して精査した。農業ノウハウ保護の手法とし
て先使用権立証のための証拠力を高める方
策を検討し，公証制度の利活用が重要である
と判断した。 
 ②正林特許事務所の協力の下に，本庄精密
農法研究会メンバーの農作業記録を公証役
場にて日付証明保護を行い，ノウハウ保護の
ケーススタディを実施した。農林水産技術情
報協会と協力し，農業知財の利活用実態と課
題につき調査を実施した。知財の取得・保護
と運用には異なるロジックが必要であるこ
とが判明した。 
 ③農作業記録システムによる農場管理リ
スク解析（南石），ほ場マッピング技術によ
る６成分の土壌マップ作成（小平），農家の
判断プロセスを模倣した農業ＡＩシステム
と知農ロボット構想の提案（澁澤），東京農
工大学に設置する都市型植物工場によるブ
ルーベリー栽培管理の記録による農業知財
解析を可能にする植物工場概念の提案（荻
原・澁澤）を行った。知農ロボット構想は H23
年度の科研費基盤Ａに採択された。 
 
(2)農法解析：澁澤，南石，荻原，千葉 
 ①農法５大要素（作物，ほ場，技術，農家
の動機，地域システム）の情報化を基礎にし
た農作業決定支援に関する登録特許の分析
をした。この特許は，プロ農業者の思考・判
断プロセスが明示されたアルゴリズムと手
続きにおきかえ，暗黙知の形式知への転換を
図るものである。当初の実施計画を変更し，
当該特許で解明された水準の「知識マネジメ
ントシステム」から農法解析を実施すること
にした。  
 ②本研究成果を生かし，農法の記録・知財
の創造を軸にした農業知財埋め込み可能な
植物工場の新概念と構想を提案したところ，
経済産業省により事業採択された（H21）。ま
た，食品安全・環境保全・労働安全を柱にし
た農法解析の成果が，我が国のＧＡＰ共通基

農業知財による農産物の持続的生産・供給力強化の社会実験

本庄精密農法研究会
（高級農産物のプロ農家集団）
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図２研究構想と研究実施スキーム 



盤ガイドラインとして反映された（研究代表
者が農林水産省「GAP 共通ガイドライン検討
委員会」座長）。これは，情報付きほ場と情
報付き農産物のための技術開発を促進する
ものとなった。 
 ③環境記憶素材による農産物流通プロセ
スの記録技術の開発（千葉），栽培履歴情報
付き農産物を用いた加工業務用青果物の新
流通スキームの提案（澁澤），食品機能性成
分の生産・流通・消費システムを一環体系と
してとりまとめたアグロメディカルフーズ
の提案を行った。 
 
(3)社会実験：澁澤，荻原，南石，千葉（研
究協力者：本庄 PF 研究会，大丸浦和パルコ
店，ＪＡひびきの，埻玉県） 
 ①本庄精密農法研究会の高品位野菜を大
丸浦和パルコ店で販売する社会実験を実施
し，農家，農協，行政，流通業者，小売店，
消費者など，本件に関わる多様な利害関係者
からヒアリング及びアンケート調査を実施
した。その結果，地域ブランド農産物に対し
ては，生産者，流通業者，小売店，消費者に
は異なるニーズと動機があり，深刻な対立を
はらむ利害関係者同士であることがわかっ
た。生産者と小売業者の利害対立が激化し，
本社会実験は中止することになった。 
 ②本庄ＰＦ研究会及び埻玉県農業振興セ
ンターの協力の下，小売店のライフ浦和店に
てブランド野菜である「本庄のトキメキ野
菜」の店頭販売実験が再開され，現在も続い
ている。ライフ浦和店がブランド野菜の顧客
開拓を長期戦略で位置づけたことにより，生
産者との協力関係が維持されている。 
 ③本庄ＰＦ研究会が生産出荷するブラン
ド野菜の「本庄のトキメキ野菜」につき，販
売が伸びている本庄ベルク店，意見不一致の
ため中止した浦和パルコ大丸店，新たにはじ
めたライフ浦和店での販売実験につき，生産
者と仲買・卸および小売の役割や利害関係の
定性的解析を進めた。しかし，定量的解析に
は，その裏付けの根拠データを入手するのが
困難であった。 
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